
平成２０年度 部局長の職務目標達成状況に係る総括説明 
 

部局長名：地域振興部長 
 
 
【総括説明（ポイント）】 
 
 都市部からのＵＩターンの促進、合併新法下の市町合併推進、
離島航空路線の維持・存続など６項目については、所期の目標
を達成し、成果を上げることができました。 
なお、後年度目標に向け取組中である新幹線や新たな過疎対

策法制定に向けた取組については、２０年度に一定の成果がで
ておりますが、最終目標年度が２１年度以降であるため、引き
続き職務目標に掲げ取組むこととしております。 
 
【具体的説明】 
 
１．「達成した」項目のうち、都市部からのＵＩターンの促進
については、県・市の総合窓口を介してＵＩターンされた方
たちが、農漁業や陶芸、ガラス工芸等、地場産業の新たな担
い手になったり、その人的ネットワークによる他地域との交
流拡大や地域のリーダーとしてのコミュニティー形成、地域
力再生に成果をあげるケースもでてきています。 

 
合併新法下の市町合併推進については、合併機運の醸成を

図るための啓発や円滑な合併協議に向けた支援を行ってま
いりました。その結果、佐世保市・江迎町・鹿町町合併協議
会の設置や合併協定の調印、東彼杵郡合併協議会の設置な
ど、各市町の取り組みが進展しております。 

 
合併市町への支援については、プロジェクトマネージャー

育成研修などの人材育成や幹部職員との意見交換により合
併市町の課題や要望を把握し、適切な助言や情報提供を行う
など、合併市町の自立に向けた支援を行いました。 

 
  離島航空路については、その維持・存続に向けＯＲＣの再
生スキームを策定し、着実な実行に取組んでいるところで



す。 
 
２．「後年度目標に向け取組中」の２項目のうち、九州新幹線
西九州ルート（長崎ルート）については、政府与党ワーキン
ググループにおいて、長崎駅部を平成２１年末までに認可す
るための所要の検討を進め、結論を得ることが了承されると
ともに、肥前山口・武雄温泉間の複線化の検討を進めること
が初めて明示されるなど、大きく前進しました。また、沿線
の諫早市や大村市では開業に向けた新しいまちづくりの具
体的検討が進められるなど、県市一体となった取組みが行わ
れています。 

 
新たな過疎対策法の制定については、平成２１年度末に現

行過疎法が失効することから、本県独自の課題等の調査・検
討を行い、新たな過疎対策法制定に向けた具体的な提言をま
とめ、関係省庁へ提出しました。また、長崎県総決起大会を
開催し、気運の醸成を図るとともに、関係省庁等へ要望活動
を行っております。 

 
３．「未達成」となった４項目のうち、都市と農山漁村の共生・
対流促進による「しま・半島地域への交流人口拡大」につい
ては、燃油高騰による運賃値上げや景気の落ち込みなどの影
響で、目標には達しない見込みですが、対馬や島原半島では
増加するなど、本事業を含めた各種の取組の成果が一定表れ
てきています。 

 
長崎空港の利用者拡大については、世界的な景気後退の影

響等を受け、目標の利用者数を達成できませんでした。また、
長崎～上海線については、燃油サーチャージ等の影響も受
け、目標の利用者数を達成できませんでしたが、運休中であ
った長崎～ソウル線については、平成２０年１０月から運航
再開され、通年運航への道筋がつきました。 

 
地籍調査の目標進捗率５９．３％は達成できたものの、未

着工の３都市部では着工に至らず、一部達成となりました。
なお、島原市は平成２２年度着工を表明しており、今後とも、
未着工解消へ向け支援してまいります。 
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平成２０年度 地域振興部長の職務目標の達成状況報告書 
 
   達成状況の区分 
    （判断区分） 

      ・達成した      ・達成できなかった 
      ・後年度目標に向け取組中

                  
役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 

職 務 目 標 取組み及び達成状況 
達成状況の区分 後年度目標に向け取組中  

１．九州新幹線西九州ルート（長崎
ルート）の武雄温泉～諫早間につ
いて、国、佐賀県及びＪＲ九州と
密接に協力することはもちろん、
市町や経済団体をはじめ県民の皆
様と一体となって、一日も早い完
成に向けた予算確保に努めるとと
もに、整備効果をより高めるため、
長崎までの延伸の実現、肥前山口
～武雄温泉間の複線化、佐世保へ
のフリーゲージトレイン乗入れの
実現に最大限努力してまいりま
す。 
また、新幹線を活用した新たなま
ちづくりを通じて交流人口の拡大
を図り、本県そして西九州の一体
的振興につなげていくため、諫早
市や大村市の駅周辺整備の検討へ
の支援など各地域の活性化への取
り組みに対し積極的に支援してま
いります。 

 

《取組み及び達成状況》 
○予算確保については、平成２１年度予算額として
５０億円の事業費を確保することが出来ました。
（平成２０年度：１０億円→平成２１年度：５０
億円） 
○長崎までの延伸の実現については、平成２０年１
２月１６日に開催された整備新幹線に係る政
府・与党ワーキンググループにおいて、「九州新
幹線(長崎ルート)長崎駅部を、平成２１年末まで
に認可する検討を進め、結論を得る。諫早～長崎
間について、引き続き検討を行う。」とされ、平
成２１年度予算に長崎駅部を含めた未着工３区
間の着工調整費として９億円が配分されました。
○肥前山口～武雄温泉間の複線化については、同ワ
ーキンググループにおいて、「肥前山口・武雄温
泉間の複線化等を進めることとし、さらにその具
体化の方法の検討を行う」とされ、平成２１年度
予算に整備新幹線建設推進高度化等事業費に、肥
前山口～武雄温泉間の複線化等の予算などとし
て１億５千万円が上乗せされました。 
（３２．５億円→３４億円） 
○諫早市や大村市の駅周辺整備の検討については、
県は委員やオブザーバーとして積極的に参加し、
情報提供や助言を行いました。その結果、両市に
おいては、本年度内に、将来のまちづくりについ
て一定の方向性が示されることとなっておりま
す。また、新幹線効果を県下全域に広げていくた
め、沿線市町以外の市町へ自発的な取り組みや、
互いの連携を強力に働きかけてまいりました。 

 
《今後の課題等》 
○武雄温泉～諫早間の一日も早い完成に向けて、さ
らなる予算の確保に努めるとともに、長崎駅部整
備の年内認可、諫早～長崎間の早期認可、肥前山
口～武雄温泉間の複線化、佐世保へのフリーゲー
ジトレイン乗入れの実現という課題の解決に向
けて、引き続き努力する必要があります。 
○また、諫早市や大村市の新幹線を活用した新たな
まちづくりを引き続き支援するとともに、周辺市
町の自発的な取り組みや相互連携を積極的に支
援していく必要があります。 

※注）「後年度目標に向け取組中」：最終目標の達成年度が２１年度以降であり、２０年度の目標設定がな

く、 達成状況の把握が不可能なもの 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分 達成できなかった（見込み）  
2．都市と農山漁村の共生・対流を促
進し、しま・半島地域への交流人口
の拡大を図ってまいります。 
  しまにおいては、五島・壱岐・
対馬地域において交流の受入体制
として組織された、しまのブラン
ド化推進協議会等と協働しなが
ら、しまが持つ美しい自然、歴史、
文化、教会、食、物産等の魅力を
重点的かつ効率的に情報発信しま
す。 

  半島地域においては、北松浦・
島原・西彼杵の３半島地域内の市
町と共同で設置した半島地域魅力
発見委員会の活動を通じて、埋も
れた資源を掘り起こし地域の魅力
を全国に向けて発信してまいりま
す。 

  実施にあたっては、観光振興や
物産流通推進本部、文化振興や農
林・水産部等と連携して効果的な
取組を進めること等により、過去
最高を上回るしまへの観光客数及
び半島地域の観光客数増加を目指
します。 

・しまへの観光客延べ数  
平成１８年実績 

２５６万４千人         
→平成２０年目標 

     ２６９万１千人    
・半島地域の観光客延べ数 

平成１８年実績        
１，００１万人 

→平成２０年目標        
１，０５１万人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

《取組み及び達成状況》 
○離島地域において、しまへの関心を高め、都市部
からしまへの交流人口の増加を図るため、対馬
市、壱岐市、五島市、新上五島町に設置されたし
まのブランド化推進協議会等と連携して、情報発
信の時期、誘客対象の客層や地域等を考慮した重
点的な情報発信に取り組みました。 
○半島地域については、県と北松浦、島原、西彼杵
の半島振興対策協議会等で構成する半島地域魅
力発見委員会において半島地域の魅力を紹介す
るガイドブックの作成やホームページの更新等
を行ないました。 

 
《今後の課題等》 
○離島地域においては、昨年度に引き続き、しまの
ブランド化推進協議会等と連携したしまの魅力
の重点的、効率的な情報発信に努めてまいりま
す。 

○半島地域についても市町と共同して地域内に埋
もれた資源を発掘し、情報発信に努めてまいりま
す。 

 
※目標値である平成２０年の「しまへの観光客延べ
数」、「半島地域の観光客延べ数」（長崎県観光
統計）が平成２１年６月頃公表されると見込まれ
るため、現時点では達成状況が把握できません。
現在、観光振興推進本部が市町から提出された数
値を精査している段階ですが、観光振興推進本部
によりますと、対馬は韓国からの観光客の増加の
影響を受け増加しているものの、五島、壱岐は減
少しており、「しまへの観光客延べ数」は全体と
しては前年実績（平成19年：260万4千人）並
みであり、職務目標の269万1千人には達しない
見込みです。 
 また、「半島地域の観光客延べ数」については、
市町からの報告が出揃っていないものの、観光振
興推進本部の「長崎県観光動向調査」における平
成20年の主要宿泊施設の状況が前年よりも減少
していることから、職務目標の1,051万人には達
しない見込みです。 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分 後年度目標に向け取組中  
３．平成２１年度末に現行過疎法が
期限切れを迎えるにあたり、依然
として急速な人口減少や高齢化が
進む本県過疎地域の活性化を図る
ため、過疎地域が抱える課題や今
後の過疎対策のあり方を調査・検
討し、新たな過疎対策法の制定を
国等に強く働きかけてまいりま
す。また、新法においては、離島・
半島地域に特有な問題への支援や
合併市町村に対する過疎法の特例
規定の継続をはじめとして、本県
の過疎地域が抱える課題の解決に
結びつく施策の充実を目指しま
す。 

《取組み及び達成状況》
○取組み 
・新たな過疎対策法制定に向けた提言書策定（平成
20年9月） 

・国及び県選出国会議員等への要望（平成20年11
月 平成21年2月） 

・新過疎法の制定実現を求める長崎県総決起大会開
催（平成21年2月） 
○達成状況 
・後年度目標に向け取組中 
 
《今後の課題等》 
○本県が求める「みなし過疎」規定の継続、ソフト
事業への過疎債の活用を含めた新過疎法の制定 

達成状況の区分 達成した  
４．団塊世代がもつ豊かな知識と経験
を地域再生につなげるため、都市
部からのＵＩターンの促進に努め
ます。 
・総合窓口（ワンストップ窓口）活
用によるＵＩターン者 
平成１９年度目標      

１００人 
      〃   実績       

１０７人 
→ 平成２０年度目標    

           １００人 

《取組み及び達成状況》 
○取組み 
 ①ながさきの魅力発信 
  ホームページ、メールマガジン、情報誌等によ
る情報発信 

  大都市部（東京、大阪、名古屋）での個別相談
会「ながさき田舎暮らしキャラバン」の開催 

 ②ながさき田舎暮らし支援 
  市町、NPOその他の民間団体が実施する事業
（体験宿泊施設整備、体験ツアー等）に対する
助成 

  ＵＩターン者のフォローアップのための「ＵＩ
ターン者交流会議」の開催 

○達成状況 
  平成２０年度ＵＩターン者数 １０９人 
 
《今後の課題等》 
○以下の課題を踏まえ、これまで以上にＵＩターン
促進に努めてまいります。 
 ・実効性の高いプロモーションの展開 
・地域における受け入れ態勢の整備促進 
 
 
 
 

※注）「後年度目標に向け取組中」：最終目標の達成年度が２１年度以降であり、２０年度の目標設定がな

く、 達成状況の把握が不可能なもの 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分  達成した  
５．離島航路については、離島に住ま
れる方々の生活路線であるため、近
年、しまの人口減少や燃油の高騰を
受けて厳しい経営環境にある事業者
の経営体質強化を図り、その維持存
続に努めます。 

《取組み及び達成状況》 
○燃油の高騰を受けて厳しい経営環境にある事業
者のため、運輸機構との共有船舶の買取資金につ
いて、「航路改善対策資金」に新たな融資制度を
追加し、融資が実行されたことにより航路事業の
経営維持が図られた。 
○経営体質強化及び利用促進のための「航路のあり
方検討会」の開催又は関係市町主催の検討会（地
域公共交通活性化・再生法に基づく法定協議会
を含む）への参加 
・将来に向けて離島住民の生活航路を安定的に維
持していく観点から、関係機関で航路の現状を
検証するとともに、航路の抱える諸問題を共有
し経営改善策などの検討を行った。 

 
《今後の課題等》 
○離島人口の減少や地域産業の衰退などに伴い航
路利用者（車両）が減少し、事業者の経営状況は
悪化し続けている。 
○離島航路の維持存続を図るためは、地元を含めた
関係機関と今後も引き続き、増収策・経営改善策
などの協議を行っていく必要がある。 

 

達成状況の区分 達成した  
６．離島航空路については、近年、利
用者の減少により事業経営が極めて
難しくなっていることから、路線の
維持存続に向けて、事業者と一体と
なって抜本的な改善策の検討を行い
ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《取組み及び達成状況》 
○8月5日に「長崎県離島航空路線再生協議会」（会
長：上田 長崎商工会議所副会頭）を設置し、県、
関係市、経済界、事業者等により離島航空路線の
抜本的な改善策についての協議を行った。 
合計6回の協議後、12月18日に上田会長から知
事へ報告書が提出された。 
これを受け、県では「ＯＲＣ再生のスキーム」を
策定し、離島航空路の維持存続を図ることとして
いる。 

 
《今後の課題等》 
○ 事業者及び関係者と連携を図りながら、ＯＲＣ
再生のスキームを着実に実行すること。 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分 達成した  
７．地方鉄道や乗合バス等について
は、人口の減少や少子化、マイカ
ーの普及等の影響により利用者が
減少し、その維持が困難な状況と
なっているため、地域における地
域総合交通計画等の策定への取組
を県内全域に拡大し、将来にわた
って持続可能な地域交通体系の構
築を図ります。 

 ・新生活交通確保支援事業（県単
独事業）及び地域公共交通活性
化・再生総合事業（国事業）に
よる取組市町の数 
平成１９年度実績  ６市町 

→平成２０年度目標 １２市町 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《取組み及び達成状況》 
○ 五島市 
・三井楽地区 
路線バスから定時制乗合タクシーへ転換 
本格運行：平成２０年４月～ 

・岐宿地区 
     航路から予約制乗合タクシーへの転換 
     試験運行：平成２０年１０月～ 

平成２１年 ３月 
○ 対馬市 
・路線バスからスクールバス空き時間を利用し 
た市の有償運送へ転換 

○ 雲仙市 
・ 吾妻地区で島原鉄道駅と山間部を結ぶ乗合 
タクシーを導入 
試験運行：平成２０年１１月～ 

平成２１年  １月 
○ 小値賀町 
・ 小型ノンステップバス購入 
・ ２００円均一料金試行 
（平成２０年４月～平成２０年９月） 

○ 新上五島町 
・ 宿ノ浦地区 

航路から予約制乗合タクシーへの転換 
本格運行：平成２０年１０月～ 

・ 大平地区 
航路から予約制乗合タクシーへの転換 
試験運行：平成２０年１２月～ 

平成２１年  １月 
○ 松浦市 
・ 松浦市乗合バス路線、便数等の見直しを      
   検討 
・ 見直し検討委員会の結果に基づき、バス路線
の見直し及び市街地循環バスの導入 

○ 大村市 
・ コンサルタントによるニーズ調査を実施     
  し、交通計画を策定 
・ コンサルタントによるニーズ調査の結果に 
基づき、バス路線の見直し及び市街地循環バ 
スの導入を検討 

○ 平戸市 
・ 松浦鉄道と路線バスの連携を検討 
・ 市コミュニティバスの見直しを検討 

 
（次頁へつづく） 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分 達成した  
（７．つづき） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 長崎市 
・地域公共交通総合連携計画策定 
・ 琴海地区での予約制乗合タクシーの運行 
試験運行：平成２１年９月～ 

○ 島原市 
・地域公共交通総合連携計画策定 
・交通空白地域での乗合タクシーの運行 
     試験運行：平成２１年９月～ 
○ 南島原市 
・地域公共交通総合連携計画策定 
・交通空白地域での乗合タクシーの運行 
試験運行：平成２１年１０月～ 

○佐世保市外ＭＲ沿線自治体 
・フォト絵画コンテスト開催 
・ＪＲ九州線への乗り入れ 
（ハウステンボス～たびら平戸口間直通運転）

平成２１年３月～ 
 
《今後の課題等》 
○今後も地域公共交通総合連携計画の策定を支援
することにより、複数の市町にまたがる広域的
な、使いやすくわかりやすい地域交通の交通網を
県内全域に拡大し、将来にわたって持続可能な地
域交通体系の構築を図ります。 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分 達成できなかった  
8．平成２２年度に羽田空港の新滑走
路の運用が開始されることに伴
い、発着枠の拡大が見込まれるこ
とから、長崎・東京線の増便を図
るため、現在、利用が少ないとみ
られている県北地域を中心に、Ｐ
Ｒやアクセスの改善に努め、長崎
空港の国内線利用者の拡大を図り
ます。 
・国内線利用者数 
平成１９年度実績      
２，５１５千人 

→平成２０年度目標 
２，６００千人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《取組み及び達成状況》 
○ 長崎空港県北アクセス検討会議を平成２０年４
月に開催し、アクセス改善及びＰＲ方法の検討実
施に基づき実施項目について実施した。 
（実施項目） 

① 長崎空港ファンクラブのメール会員拡大、 
     空港利用促進ＰＲ 
② 松浦鉄道、バスの中吊り広告 
③ 長崎空港利用促進の看板設置 
④ 乗合ジャンボタクシーの停車場増設の検討
⑤ 隣接の佐賀県域への長崎空港ＰＲ 

○ 長崎空港駐車場の利便性向上対策を国等へ提案 
した。（６月１７日） 
  （提案対策） 
 ・利用促進の助成金増額、駐車場の３０分無料化、
駐車場の補修 

○ 国内線利用者数 
平成２０年度目標 ２，６００千人 
〃   実績 ２，４３９千人 

 
《今後の課題等》 
東京線の増便に向け、利用者数増加を目指して長
崎空港の利用促進のための対策やＰＲを継続的
に実施する。 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分 達成できなかった  
９．長崎空港の国際化を促進し、本県
の観光や文化・経済交流などの分野
において海外との交流を図るため、
長崎～上海線、長崎～ソウル線の両
路線の維持・存続に努めます。 
 ・上海線利用者数 
   平成１９年度実績        

１３，７５３人 
→平成２０年度目標        

１５，０００人 
・ソウル線 
  通年運航の確保 
（平成２０年３月３１日～ 
１０月２５日運休中） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《取組み及び達成状況》 
○上海線利用促進対策 
 ・日本人対策として、旅行会社に対して広告宣伝
や販売実績に応じた助成金等を交付するとと
もに、路線の広報活動を実施した。 

 ・中国人対策として、長崎県内周遊の貸切バス代
助成等を実施した。 

 
  平成２０年度利用者数実績 ８，８１４人 
 
○ソウル線対策 
 ・夏季運休期間中のチャーター便利用実績を確保
するため、広告や送客実績に対する助成金を交
付した。 

 ・定期便運航再開後は、国内旅行社への広告等助
成金の交付や韓国人団体旅行客へのバス代助成
等を実施した。 

 
   平成２１年夏季スケジュールは継続運航され、
通年運航を確保した。 

 
《今後の課題等》 
○新たに設立した「長崎県空港活性化推進協議会」
を通じて、さらなる利用促進活動を展開し、利用
者増を目指す。 
○平成２１年度から、国際定期便に対する長崎空港
着陸料の一部助成を行うことにより、長期運休を
回避し、安定的運航を確保する。 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分 達成した  
１０．今後の地方分権の進展、少子
高齢化の進行を踏まえると、更なる
市町合併が必要であるため、合併新
法下の市町合併推進については、
「長崎県市町合併推進構想」で示し
た東彼杵郡３町と佐世保市・北松浦
郡４町の合併を、各種啓発や勉強会
などを通して、住民等の意見をお聞
きしながら、積極的に推進してまい
ります。 

 

《取組み及び達成状況》 
○関係市町の住民や議会議員等からの要請により、
出前講座の実施や各種勉強会へ出席し、県で作成
した市町合併パンフレット等を配布、説明を行い
ました。また、佐世保市とは、市町合併連絡調整
会議を開催し、合併に係る懸案事項等について、
意見交換や情報提供を行いました。各地域におけ
る市町合併に向けた取組み状況は以下のとおり
となっています。 

○東彼杵郡３町 
・住民の直接請求に基づき、町議会の議決や住民
投票の結果を受け、平成２１年３月１２日に「東
彼杵郡合併協議会」が設置され、同月２７日に
第一回合併協議会が開催されました。 

○佐世保市・北松浦郡４町 
・佐世保市と江迎町、鹿町町においては、平成 
２０年７月４日に「佐世保市・江迎町・鹿町町
合併協議会」が設置されました。その後８回の
協議会が開催され、全３４協定項目を確認し、
平成２１年３月２５日に合併協定調印式が行わ
れました。 
・佐々町においては、佐世保市との合併協議会設
置を求める住民の直接請求が行われ、佐世保市
議会では合併協議会設置議案が可決されました
が、佐々町では否決されました。その後、佐々
町の住民代表から佐世保市との合併協議会設置
の是非を問う住民投票の実施請求が行われ、平
成２１年４月１９日に住民投票が行われること
となっています。 

 
《今後の課題等》 
○佐世保市・江迎町・鹿町町合併協議会については、
合併期日である平成２２年３月３１日に向けて、
各種手続きや円滑な合併移行を支援する必要が
あります。 
○東彼杵郡合併協議会については、協議の状況を注
視しながら、的確な助言や情報提供を行ってまい
ります。 
○佐々町については、住民投票の結果を踏まえ、的
確な助言や情報提供を行ってまいります。 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分 達成した  
１１．平成１９年度に引き続き、新
市町で物産振興や住民と協働した
まちづくりの重要施策プロジェク
トを担うリーダーを育成するため
の研修を実施し、職員の政策形成
能力・企画立案能力の向上を図る
とともに、併せて、重要プロジェ
クトの円滑な推進を支援してまい
ります。 
また、合併新市町において、高金
利の地方債の借換えのための資金
の活用等による計画どおりの政府
資金繰上償還を実現し、公債費負
担の軽減を図ることで、地域の活
性化事業を推進してまいります。 
さらに、すべての合併市町（大規
模市を除く）について、新市町職
員との意見交換や各種ヒアリング
などにより、新市町が苦慮してい
るまちづくり、財政運営等につい
ての課題、意見等を把握し、的確
な助言、情報提供を通じて市町の
自立を支援してまいります。 
・プロジェクトマネージャー育成人 
 数 
平成１９年度実績 １７人 

→平成２０年度目標  １８人以上 
・政府資金の繰上償還額 
平成１９年度実績 １８９億円 

→平成２０年度目標  ２３３億円 

《取組み及び達成状況》 
○プロジェクトマネージャー育成研修事業 
・合併市町のうち、長崎市、佐世保市、諫早市を
除く１０市町から１８名の職員が参加し、物産
振興と住民との協働によるまちづくりの２部
門の研修を実施しました。 

・研修生の意識改革や合併新市町における各種計
画の策定、プロジェクトの実施に向けた取り組
み、組織・体制の整備等が図られました。 

○政府資金の繰上償還 
 ・１３の合併市町において、約２６３億円の繰上
償還が実施され、公債費負担の軽減や実質公債
費比率の抑制が図られました。また、五島市に
対し約１．５億円の市町財政資金を償還財源と
して貸付けております。 

○新市町幹部職員との意見交換会 
 ・長崎市、佐世保市を除く全ての合併新市町の幹
部職員との意見交換会を実施し、各市町の課題
や国・県への要望などを把握し、担当部局とも
連携を図りながら、的確な助言や情報提供を行
いました。 

○各種ヒアリング等における助言 
 ・起債統一ヒアリングや財政健全化計画執行状況
ヒアリング等において、適切な財政運営や合併
特例債の効果的な活用などの助言を行いまし
た。 

 
《今後の課題等》 
○新市町が真に自立した市町となるためには、健全
な財政運営を踏まえた上での地域の個性を活か
したまちづくりが必要であることから、新市町の
財政部門と企画部門の職員の人材育成を支援し
てまいります。 
○今後も、合併市町幹部職員との意見交換などを通
して、新市町が抱える財政運営やまちづくり等に
ついての課題を把握し、的確な助言・情報提供を
行っていく必要があります。 
○合併後３年から５年が経過したことから、合併効
果や合併市町の新たな取り組み・課題等について
住民へ情報提供を行い、合併に対する理解を求め
ていく必要があります。 
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役 職 地域振興部長 氏 名 清田 俊二 
職 務 目 標 取組み及び達成状況 

達成状況の区分 達成できなかった  
12．地籍調査は、一筆毎の土地につ
いて地籍を明確化するとともに、
土地の円滑な取引やあらゆる施策
の基礎資料とするために実施して
おり、その進捗を図るとともに、
平成２０年度は未着工の都市部
（長崎、佐世保、島原市の旧市部）
において着工開始の決定が行われ
ることを目指します。 
・地籍調査の進捗率（面積ベース） 
  平成１９年度末    ５８．６％ 
→平成２０年度末   ５９．３％ 
 

《取組み及び達成状況》 
○平成２０年度末の進捗率は面積ベースで59.4％
となり、目標を達成することができました。 
○未着工都市部の着工開始決定について、３市のう
ち島原市においては、市長が平成21年3月議会
の施政表明のなかで平成22年度着工を明らかに
しました。長崎市、佐世保市においては着工開始
決定までには至りませんでしたが、両市とも平成
20年度に都市再生街区基本調査（土地活用促進
調査）を実施しており、平成21年度も調査要望
していることから、今後の地籍調査実施に向けた
明確な動きは続いています。 

 
《今後の課題等》 
○長崎市、佐世保市の着工開始の決定、島原市の着
工に向け、さらなる支援、助成を図ってまいりま
す。 

 


